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税務訴訟資料 第２７３号（順号１３８９２） 

 

 水戸地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 課税処分取消請求事件 

 国側当事者・国（下舘税務署長） 

 令和５年１０月１２日却下・棄却・控訴 

 

    判    決 

 原告         甲 

 被告         国 

 同代表者法務大臣   小泉 龍司 

 処分行政庁      下舘税務署長 

 被告指定代理人    奥江 隆太 

 同          小池 裕行 

 同          神山 ひな 

 同          作沼 臣英 

 同          千田 幸司 

 同          遠山 浩四郎 

 同          本城 大地 

 同          齋藤 隆宏 

 同          伊原 祐司 

 同          富山 智子 

 

    主    文 

 １ 本件訴えのうち別紙１記載の各部分の取消しを求める部分をいずれも却下する。 

 ２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

 ３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求の趣旨 

    下館税務署長が令和２年９月９日付けで原告に対してした平成２７年分ないし平成３０年分

の所得税及び復興特別所得税の各更正処分を取り消す。 

 第２ 事案の概要 

    原告は、令和２年３月１４日、処分行政庁に対し、平成２５年分の所得税及び復興特別所得

税（以下「所得税等」という。）について、租税特別措置法（以下「措置法」という。）に規

定する上場株式等に係る譲渡損失の金額及び先物取引の差金等決済に係る損失の金額（以下

「本件各損失額」という。）が生じたとして、これらの損失金額を翌年へ繰り越す旨記載した

確定申告書（以下「本件期限後申告書」という。）を提出した上で、同年６月８日、平成２７

年分ないし平成３０年分（以下「本件各年分」という。）の所得税等の確定申告（以下「本件

各確定申告」という。）をした。 

    本件は、原告が、処分行政庁から、本件期限後申告書の提出は法定申告期限から５年を経過
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してなされたものであるから無効であり、本件各損失額を平成２６年分以後に繰り越すこと

はできないなどとして、本件各年分の所得税等の更正処分（以下「本件各更正処分」という。）

を受けたことから、本件各更正処分は平成２７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配

当所得の金額、株式等に係る譲渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得等の金額の計算上、

本件各損失額を控除していないから違法であるとして、その取消しを求める事案である。 

  １ 関係法令の定め 

    別紙２に記載したとおりであるが、上場株式等に係る譲渡損失及び先物取引の差金等決済に

係る損失の繰越控除に関する規定（以下、措置法３７条の１２の２第５項の規定及び同法４

１条の１５第１項の規定を併せて「本件各繰越損失控除規定」という。）及び国税の徴収権の

消滅時効に関する規定の概要は以下のとおりである。 

    なお、以下では、平成２７年分の「上場株式等に係る配当所得の金額」（平成２５年法律第

５号による改正前の措置法８条４項）と平成２８年分ないし平成３０年分の「上場株式等に

係る配当所得等の金額」（平成３０年法律第７号による改正前の措置法８条の４第１項）を併

せて述べるときは「上場株式等に係る配当所得（等）の金額」という。また、平成２７年分

の「株式等に係る譲渡所得等の金額」（平成２５年法律第５号による改正前の措置法３７条の

１０第１項）と平成２８年分ないし平成３０年分の「上場株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法３７条の１１第１項）を併せて述べるときは「（上場）株式等に係る譲渡所得等の金額」

という。 

  （１）上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除 

     措置法３７条の１２の２第５項は、上場株式等に係る譲渡損失を繰越控除できる旨を規定

している。 

     すなわち、同項は、確定申告書を提出する居住者が、その年の前年以前３年内の各年にお

いて生じた上場株式等に係る譲渡損失の金額を有する場合には、当該譲渡損失の金額に相当

する金額を当該確定申告書に係る年分の（上場）株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株

式等に係る配当所得（等）の金額を限度として、当該年分の当該（上場）株式等に係る譲渡

所得等の金額及び上場株式等に係る配当所得（等）の金額の計算上控除する旨を規定してい

る。 

     また、同条第７項は、同条第５項の規定を適用するための要件として、譲渡損失の金額が

生じた年分の所得税につき所定の確定申告書を有効に提出することを求めている。 

     すなわち、同条第７項は、同条第５項に規定する居住者が上場株式等に係る譲渡損失の金

額が生じた年分の所得税につき当該上場株式等に係る譲渡損失の金額の計算に関する明細書

その他の財務省令で定める書類の添付がある確定申告書を提出し、かつ、その後において連

続して確定申告書を提出している場合であって、同項の確定申告書に同行の規定による控除

を受ける金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める書類の添付がある場合に限り、

同項を適用する旨を規定している。 

  （２）先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除 

     措置法４１条の１５は、先物取引の差金等決済に係る損失について、同法３７条の１２の

２第５項及び同条第７項と同様に、繰越控除できる旨及び繰越控除の規定の適用要件として

損失の金額が生じた年分の所得税につき所定の確定申告書を有効に提出する必要がある旨を

規定している。 
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     すなわち、同法４１条の１５第１項は、確定申告書を提出する居住者が、その年の前年以

前３年内の各年において生じた先物取引の差金等決済に係る損失の金額を有する場合には、

当該損失の金額に相当する金額を当該確定申告書に係る年分の同項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額を限度として、当該年分の当該先物取引に係る雑所得等の計算上控除する

旨を規定している。また、同条第３項は、同条第１項に規定する居住者が先物取引の差金等

決済に係る損失の金額が生じた年分の所得税につき当該先物取引の差金等決済に係る損失の

金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める書類の添付がある確定申告書を提出し、

かつ、その後において連続して確定申告書を提出している場合であって、同項の確定申告書

に同項の規定による控除を受ける金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める書類

の添付がある場合に限り、同項を適用する旨を規定している。 

  （３）国税の徴収権の消滅時効 

     国税の徴収権は、原則として法定納期限から５年間行使しないことによって、時効により

消滅する（国税通則法（以下「通則法」という。）７２条１項）。ただし、偽りその他不正の

行為により全部若しくは一部の税額を免れ、又は全部若しくは一部の税額の還付を受けた国

税については、その時効は、原則として当該国税の法定納期限から２年間は進行しないこと

とされている（同法７３条３項）。 

  ２ 前提事実 

  （１）原告による確定申告書の提出 

    ア 原告は、令和２年３月１４日、処分行政庁に対し、平成２５年分の所得税等について、

別表２の「平成２５年分」欄のとおり、措置法に規定する上場株式等に係る譲渡損失の金

額５０００万円及び先物取引の差金等決済に係る損失の金額１５３５万８７３５円が生じ

たとして、これらの損失金額（本件各損失額）を翌年以降へ繰り越す旨、並びに課税され

る所得金額及び納付すべき税額がいずれも０円である旨記載した確定申告書（本件期限後

申告書）を提出した。（乙６） 

    イ 原告は、令和２年３月１４日、処分行政庁に対し、平成２６年分の所得税等について、

別表２の「平成２６年分」欄のとおり、本件各損失額を翌年以降へ繰り越す旨、並びに課

税される所得金額及び納付すべき税額がいずれも０円である旨記載した確定申告書を提出

した。（乙７） 

    ウ 原告は、令和２年６月８日、処分行政庁に対し、平成２７年分の所得税等について、別

表１－１の「確定申告」欄のとおり、同年分の上場株式等に係る配当所得の金額から本件

各損失額を控除し、本件各損失額の残額は翌年以降へ繰り越す上場株式等に係る譲渡損失

の金額又は先物取引の差金等決済に係る損失の金額であるとして確定申告をした。（乙２） 

    エ 原告は、令和２年６月８日、処分行政庁に対し、平成２８年分の所得税等について、別

表１－２の「確定申告」欄のとおり確定申告をした。同確定申告時に提出された確定申告

書の付表の「前年分までに引ききれなかった先物取引の差金等決済に係る所得の損失の額」

欄及び「本年の３年前分」の「前年から繰り越された上場株式等に係る譲渡損失の金額」

欄には、本件各損失額に係る金額が記載されていた。（乙３） 

    オ 原告は、令和２年６月８日、処分行政庁に対し、平成２９年分及び平成３０年分の所得

税等について、別表１－３及び別表１－４の「確定申告」欄のとおりそれぞれ確定申告を

した。（乙４、５） 
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  （２）本件各更正処分等 

     処分行政庁は、令和２年９月９日付けで、原告に対し、原告の平成２５年分の所得税等に

ついて、本件期限後申告書は期限後申告をすることができる期間を経過して提出されたもの

であるから、本件各損失額を平成２６年分以後に繰り越すことはできないなどとして、本件

各年分の所得税等について別表１－１ないし１－４の「更正処分等」欄のとおりの各更正処

分（本件各更正処分）をすると共に、平成２７年分及び平成２８年分の所得税等について無

申告加算税の各賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」という。）をした。（乙８ないし

１１） 

  （３）原告による再調査の請求及び審査請求 

    ア 原告は、令和２年１１月５日、処分行政庁に対し、本件各更正処分及び本件各賦課決定

処分を不服として再調査の請求をした。これに対し、処分行政庁は、令和３年１月２８日

付けで、原告の上記再調査の請求をいずれも棄却する決定をした。（乙１２） 

    イ 原告は、令和３年２月２２日、国税不服審判所長に対し、本件各更正処分及び本件各賦

課決定処分を不服として審査請求をした。これに対し、国税不服審判所長は、令和４年１

月１２日付けで、原告の上記審査請求をいずれも棄却する裁決をした。（甲１） 

  （４）原告による訴えの提起 

     原告は、令和４年７月５日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

  （５）平成２５年分の所得税等の徴収権が時効消滅する日 

     平成２５年分の所得税等の法定納期限は、平成２６年３月１７日である。したがって、そ

の徴収権が時効消滅する日は、通則法７２条１項の規定による場合は平成３１年３月１８日、

同法７３条３項の規定による場合は令和３年３月１８日である。 

  ３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

  （１）本案前の争点 

本件各更正処分のうち原告の申告額を超えない部分の取消しを求める訴えの適法性（争点

（１）） 

    （被告の主張） 

     所得税等は申告納税方式を採用しているところ、納税すべき税額は、原則として納税者が

する納税申告により確定するものであり、納税者が一旦確定した課税標準等又は税額等を自

己に有利に変更しようとする場合には、更正の請求をする必要がある（通則法２３条）。し

たがって、更正の請求の手続を執ることなく、抗告訴訟において更正処分のうち申告に係る

納付すべき税額等を超えない部分の取消しを求める請求は、訴えの利益を欠き不適法である。 

     原告は、本件各確定申告により自ら本件各年分の税額等を確定させた後、通則法が定める

更正の請求をいずれも行うことなく本件訴えを提起しているから、本件訴えのうち、本件各

確定申告に係る納付すべき税額を超えない部分の取消しを求める訴えは、訴えの利益を欠き

不適法である。 

    （原告の主張） 

     上記被告の主張は争う。 

  （２）本案の争点 

     本件の本案の争点は、本件各更正処分において、本件期限後申告書がその提出が可能な期

間内に有効に提出されておらず本件各繰越損失控除規定の適用要件を満たさないとして、原
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告の平成２７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株

式等に係る譲渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各損失額を控

除しなかったことが適法であるか（争点（２））であり、これに関する当事者の主張は、以

下のとおりである。 

    （被告の主張） 

     原告の平成２５年分の所得税等の期限後申告については、通則法７３条３項所定の事情は

認められない。したがって、原告の平成２５年分の所得税等の期限後申告書の提出が可能な

期間は平成３１年３月１７日までの期間となる。 

     そうだとすると、本件期限後申告書の提出は無効であるから、原告は、平成２７年分及び

平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等に係る譲渡所得等

の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各損失額を控除することはできない。 

     よって、原告の平成２７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、

（上場）株式等に係る譲渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各

損失額を控除しなかった本件各更正処分は適法である。 

    （原告の主張） 

     原告は、平成２４年分及び平成２５年分の所得税について、課税の対象となることを回避

する意図をもって申告せず、その結果所得税の支払を免れているから、「不正の行為により

その全部（中略）の税額を免れた場合」（通則法７３条３項）にあたる。したがって、原告

の平成２５年分の所得税等の期限後申告書の提出が可能な期間は令和３年３月１８日までの

期間となる。 

     そうだとすると、本件期限後申告書の提出は有効であるから、原告は、平成２７年分及び

平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等に係る譲渡所得等

の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各損失額を控除することができる。 

     よって、原告の平成２７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、

（上場）株式等に係る譲渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各

損失額を控除しなかった本件各更正処分は違法である。 

  ４ 被告が主張する所得税等 

平成２７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等

に係る譲渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各損失額を控除で

きないことを前提として被告が主張する原告の本件各年分の所得税等に係る課税標準等及び

納付すべき税額等は、別表３記載のとおりである。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 争点（１）（本件訴えのうち、別紙１記載の部分の取消しを求める訴えの適法性）について 

    所得税等が採用する申告納税制度（通則法１６条１項１号、同条２項１号、所得税法１２０

条、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法１７条）の下では、納付すべき所得税等の税額は、原則として納税者がする納税申告

により確定する。そして、申告納税方式である国税について、納税者が自らした申告により

確定した税額等を自己に有利に変更しようとするためには、更正の請求によらなければなら

ない（通則法２３条）。このように、所得税等が申告納税方式を採用し、確定申告書記載事項

の過誤の是正につき更正の請求という特別の手続を設けていることによれば、更正処分のう
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ち申告に係る納付すべき税額等を超えない部分の取消しを求めることは、確定申告の錯誤が

客観的に明白かつ重大であって、通則法が定める方法以外にその是正を許さなければ、納税

者の利益を著しく害すると認められる特段の事情がない限り、許されないものと解される

（最高裁判所第一小法廷昭和３９年１０月２２日判決・民集１８巻８号１７６２頁参照）。し

たがって、更正処分のうち申告に係る納付すべき税額を超えない部分の取消しを求める訴え

は、前記特段の事情がない限り、不適法というべきである。 

    これを本件についてみると、原告は、本件各確定申告により本件各年分の税額等を確定させ

た後、通則法が規定する更正の請求をいずれも行わないまま、本件訴えにおいて、本件各更

正処分のうち本件各確定申告に係る納付すべき税額等を超えない部分についてもその取消し

を求めている。しかし、本件全証拠によっても、本件各確定申告の錯誤が客観的に明白かつ

重大であって、通則法が定める方法以外にその是正を許さなければ、納税者たる原告の利益

を著しく害すると認められる特段の事情を認めることはできない。 

    よって、本件訴えのうち、本件各更正処分中本件各確定申告に係る納付すべき税額等を超え

ない部分、すなわち別紙１記載の各部分の取消しを求める訴えは不適法である。 

  ２ 争点（２）（本件各更正処分において、本件期限後申告書がその提出が可能な期間内に有効

に提出されておらず本件各繰越損失控除規定の適用要件を満たさないとして、原告の平成２

７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等に係る譲

渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得の金額の計算上、本件各損失額を控除しなかった

ことが適法であるか）について 

  （１）期限後申告書の提出が可能な期間 

     所得税等の期限後申告について、通則法は、「２５条の規定による決定があるまで」（同法

１８条１項）することができる旨規定するほかは、その期間について明示していない。 

     しかしながら、国税の徴収権は、その国税の法定納期限から５年間（通則法７３条３項の

適用がある場合は実質７年間）行使しないことによって時効により消滅し（同法７２条１

項）、その時効については援用を要せず、また、利益を放棄することもできない（同条２項）

ことによれば、国税の徴収権は、時効期間の経過後は、納税者が時効を援用するかどうかを

問わず絶対的に消滅し、税務官庁は徴収手続をとることができないと解するのが相当である。 

     また、国税の徴収権の消滅時効の完成により、具体化されなかった抽象的納税義務そのも

のも消滅してしまうと解されるところ、確定申告は、納税者が自らその納税義務の内容を確

定させるための手続であると解されるから、通則法２５条の規定による決定がされない場合

であっても、当該申告の対象となる国税の徴収権の時効期間が経過し、抽象的な納税義務自

体が消滅し、具体的な納税義務の内容をおよそ確定することができなくなったときには、期

限後申告をすることはできなくなると解するほかはない。 

     したがって、期限後申告書の提出が可能な期間は、その国税の徴収権が時効により消滅す

るまでと解するのが相当である。 

     よって、期限後申告書の提出が可能な期間は、原則として、当該国税に係る法定納期限か

ら５年間であり、７３条３項所定の事情がある場合にはその国税に係る法定納期限から７年

間となる。 

  （２）本件期限後申告書はその提出が可能な期間内に有効に提出されたか 

     前述のとおり、通則法７３条３項所定の事情がある場合には、期限後申告書の提出が可能
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な期間はその国税に係る法定納期限から７年間となるところ、同項にいう「偽りその他の不

正の行為」とは、税額を免れる意図の下に、税の賦課徴収を不能又は著しく困難にするよう

な何らかの偽計その他の工作を伴う不正な行為を行っていることをいい、単なる不申告行為

はこれに含まれないと解される（最高裁判所第三小法廷昭和５２年１月２５日判決・訴訟月

報２３巻５６３頁参照）。 

     これを本件についてみるに、原告の平成２５年分の所得税等の期限後申告について、原告

が税額を免れる意図の下に、税の賦課徴収を不能又は著しく困難にするような何らかの偽計

その他の工作を伴う不正な行為を行ったことについては、証拠が全くない。そうすると、原

告の平成２５年分の所得税等の期限後申告書の提出が可能な期間は、原則どおり、法定納期

限である平成２６年３月１７日から５年間である平成３１年３月１７日までの期間となる

（前記前提事実（５））。 

     これに対し、原告は、平成２４年分及び平成２５年分の所得税について、課税の対象とな

ることを回避する意図をもって申告せず、その結果所得税の支払を免れているから、原告の

平成２５年分の所得税等の期限後申告書の提出が可能な期間は、法定納期限から７年間であ

ると主張する。 

     しかし、通則法７３条３項が、国税の徴収権で偽りその他の不正の行為によりその税額を

免れた国税等に係るものの時効は「当該国税の法定納期限」から一定期間進行しないと規定

していることからも明らかなとおり、同項所定の事情が存在するために期限後申告をするこ

とができる期間が法定納期限から７年間となるかどうかについては、年分ごとに定まるもの

である。したがって、平成２４年分の所得税に関する事情を理由とする原告の主張は前提を

欠く。 

     結局のところ、原告の主張は、単なる不申告を主張するにすぎないのであり、前述のとお

り、単なる不申告行為は「偽りその他の不正の行為」（通則法７３条３項）に該当しない。

したがって、原告の上記主張は理由がない。 

     以上によれば、原告の平成２５年分の所得税等の期限後申告書の提出が可能な期間は平成

３１年３月１７日までの期間であるところ、本件期限後申告書は上記期間を経過して提出さ

れたものであるから（前記前提事実（１）ア）、その提出は無効である。 

  （３）小括 

     上記（２）のとおり、本件期限後申告書はその提出が可能な期間内に有効に提出されてい

ないから、平成２７年分及び平成２８年分の所得税等につき、本件各繰越損失控除規定の適

用要件である所定の確定申告書の有効な提出がなされているとはいえない。よって、原告は、

平成２７年分及び平成２８年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等

に係る譲渡所得等の金額又は先物取引に係る雑所得等の金額の計算上、本件各損失額を控除

することはできない。 

     したがって、処分行政庁が、本件各更正処分において、原告の平成２７年分及び平成２８

年分の上場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等に係る譲渡所得等の金額又

は先物取引に係る雑所得等の金額の計算上、本件各損失額を控除しなかったことは適法であ

る。 

  ３ 本件各更正処分の適法性 
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  （１）原告の本件各年分の所得税等の納付すべき税額等 

     原告の本件各年分の所得税等の納付すべき税額等は、平成２７年分及び平成２８年分の上

場株式等に係る配当所得（等）の金額、（上場）株式等に係る譲渡所得等の金額又は先物取

引に係る雑所得等の金額の計算上、本件各損失額を控除することができないことを前提とし

て算出すると、被告が本訴において主張するとおり（別表３記載のとおり）であると認めら

れる。 

  （２）平成２７年分の更正処分の適法性 

     平成２７年分の更正処分は、同年分の所得税等の納付すべき税額を、上記認定額を下回る

２８万５６００円としたものであり、翌年へ繰り越す上場株式等に係る譲渡損失の金額及び

翌年へ繰り越す先物取引の差金等決済に係る損失の金額を上記認定額と同額としたものであ

るから（前記前提事実（２））、全て適法である。 

     なお、原告は、本件各損失額を翌年へ繰り越す旨記載した平成２６年分の所得税等の確定

申告書に係る税額等が更正されていないことから、本件各損失額を控除しないことを前提と

した平成２７年分の更正処分の内容と平成２６年分の期限後申告の内容とが矛盾することを

理由に、平成２７年分の更正処分が違法であると主張する。しかし、平成２６年分の所得税

等の確定申告書に係る税額等については、同確定申告書が更正をすることができる期間が経

過する直前、すなわち、法定申告期限から５年を経過する日（通則法７０条１項柱書、同項

１号）の直前である令和２年３月１４日に提出されたため、処分行政庁においてその更正を

することができなかったと推認され、同確定申告書に係る所得税等の税額等の更正をしなか

った理由が、処分行政庁において本件各損失額を翌年へ繰り越す旨の記載が適法であると判

断したためであるとは認められない。そうだとすると、平成２７年分の更正処分の内容と平

成２６年分の期限後申告の内容とが矛盾するからといって、これを理由に本件各損失額を控

除しないことを前提とした平成２７年分の更正処分が違法となるわけではないから、原告の

上記主張は理由がない。 

  （３）平成２８年分ないし平成３０年分の更正処分の適法性 

     平成２８年分ないし平成３０年分の更正処分は、所得税等の納付すべき税額、翌年へ繰り

越す上場株式等に係る譲渡損失の金額及び翌年へ繰り越す先物取引の差金等決済に係る損失

の金額を上記認定額と同額としたものであるから（前記前提事実（２））、全て適法である。 

 第４ 結語 

よって、本件訴えのうち、別紙１記載の各部分の取消しを求める部分については不適法であ

るからこれを却下し、その余の部分はいずれも理由がないからこれを棄却することとし、訴

訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決

する。 

 

水戸地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 廣澤 諭 

   裁判官 𠮷野内 謙志 

   裁判官 溝口 千恵 
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（別紙１） 

却下部分目録 

 

 １ 処分行政庁が令和２年９月９日付けで原告に対してした、原告の平成２７年分の所得税及び復

興所得税の更正処分のうち、次の（１）ないし（７）の金額を超えない部分 

 （１）総所得金額                                  ０円 

 （２）上場株式等に係る配当所得の金額                   １万６９００円 

 （３）株式等に係る譲渡所得等の金額                         ０円 

 （４）先物取引に係る雑所得等の金額                 △８３４万１０２０円 

 （５）還付金の額に相当する税額                        ２５８３円 

 （６）翌年へ繰り越す上場株式等に係る譲渡損失の金額         ４９９８万３１００円 

 （７）翌年へ繰り越す先物取引の差金等決済に係る損失の金額      ２３６９万９７７３円 

 ２ 処分行政庁が令和２年９月９日付けで原告に対してした、原告の平成２８年分の所得税及び復

興所得税の更正処分のうち、次の（１）ないし（７）の金額を超えない部分 

 （１）総所得金額                                  ０円 

 （２）上場株式等に係る配当所得等の金額                 １４万３１００円 

 （３）上場株式等に係る譲渡所得等の金額               △４２２万２０００円 

 （４）先物取引に係る雑所得等の金額                         ０円 

 （５）還付金の額に相当する税額                      ２万１９１０円 

 （６）翌年へ繰り越す上場株式等に係る譲渡損失の金額          ４０７万８９００円 

 （７）翌年へ繰り越す先物取引の差金等決済に係る損失の金額       ８３４万１０２０円 

 ３ 処分行政庁が令和２年９月９日付けで原告に対してした、原告の平成２９年分の所得税及び復

興所得税の更正処分のうち、次の（１）ないし（６）の金額を超えない部分 

 （１）総所得金額                                  ０円 

 （２）上場株式等に係る譲渡所得等の金額              △３４００万００００円 

 （３）先物取引に係る雑所得等の金額                △１８６６万２００８円 

 （４）納付すべき税額                                ０円 

 （５）翌年へ繰り越す上場株式等に係る譲渡損失の金額         ３８０７万８９００円 

 （６）翌年へ繰り越す先物取引の差金等決済に係る損失の金額      ２７００万３０２８円 

 ４ 処分行政庁が令和２年９月９日付けで原告に対してした、原告の平成３０年分の所得税及び復

興所得税の更正処分のうち、次の（１）ないし（５）の金額を超えない部分 

 （１）総所得金額                                  ０円 

 （２）上場株式等に係る譲渡所得等の金額              △２４５０万００００円 

 （３）納付すべき税額                                ０円 

 （４）翌年へ繰り越す上場株式等に係る譲渡損失の金額         ６２５７万８９００円 

 （５）翌年へ繰り越す先物取引の差金等決済に係る損失の金額      １８６６万２００８円 

以 上 
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（別紙2)

第 1 国税通則法

.. . 1 1-6条 1項

関係法令の定め

国税についでの納付すべき税額の確定の手続については、次の各号に掲げるい ・

ずれかの方式によるものとし、これらの方式の内容は、当該各号に掲げるところ

による。 ・

(1) :1号 ・

申告納税方式 納付すべき税額が納税者のする申告により確定することを・

．原則とし、その申告がない場合又はその申告に係る税額の計算が国税に関する

・法律の規定に従っていなかった場合その他当該税額が税務署長又ば税関長の ，

， ．・調査したところと異なる場合に限り、税務署長又は税関長の処分により確定す

` ; :・，← °.,, ・ る方式をいっc

;~ • (2) 2号省略

訳）

“ 

2 1 6条2項．

国税（前条第3項各号に掲げるものを除く。）についての納付すべき税額の確 ．．．

・定が前項各号に掲げる方式のうちいずれの方式によりされるかは、次に定めると

ころにょる，o- ．．． .•• 

{1) 1号 ・ ・．

．、．．．

納税義務が成立する場合において、．． 納税者が、国税に関する法律の規定によ

り、納付すべき税額を申告すべきものとされている国税 申告納税方式 ・

(2) 2号省略 9‘ 

3. 1 8条 1項

期限内申告書を提出すべきであった者（所得税法第 1 2 3条第 1項（確定損失 ・

申告）3第1 2 5 条第3項（年の中途で死亡した場合の確定損失申告）又は第 1 2 
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7条第 3項 ・（年の中途で出国をする場合の確定損失申告） （これらの規定を同法

第 1 6.6条（非居住者に対する準用）において準用する場合を含む。）の規定によ‘

る申告書を提出することができる者でその提出期限内に当該申告書を提出しな

.. 6. 

かったもの及びこれらの者の相続人その他これらの者の財産に属する権利義務・

を包括して承継した者（法人が分割をした場合にあっては、・第 7 条の 2第4 項（信

託に係る国税の納付義務の承継）の規定により当該分割をした法人の国税を納め

＇ る義務ーを承雛した法人に限る。）を含む。）は、その提出期限後においても、第 2

5条（決定）の規定による決定があるまでは、納税申告書を税務署長に提出する ．

0
.,
 ー

..•ことができる。． ．・． ． ． 

4 1 8 条 2項 ・・

前項の規定により提出する納税申告書は、期限後申告書という。

5 23 条 1項 ・． ．
·
~ 『

．拿

． ． 
ヽ

、
、．． 、"' ・
... . 、 •

, - ~ I 

•‘`』 · ヽ

ベ ◄ ‘` -... 
、•.

16 

納税申告書を提出9しtゴ者は‘、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該申

告 書に係る国税の法定申告期限から 5年（第2号に掲げる場合のうち法人税に係

一＇ る場合については、 1()年）以内に限り ．、税務署長に対し、その申告に係る課税

標準等又は税額等 ．（当該課税標準等又は税額等に関し次条又は 2'6条（再更正） ’

の規定による更正（以下この条において「更正」．という。）があった場合には、当

該更正後の課税標準等又は税額等）につき更正をすべき旨の請求をすることがで

印

きる。 ．・・

(1) 1 号 当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関 ．．

・．．する法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあったことに ．．

より、当該申告書の提出により納付すべき税額（当該税額に関し更正があった

・・．場合には、当該更正後の税額）が過大であるとき。 . . ,・ 

.(2) 2・号 前号に規定する理由により、 当該申告書に記載した純損失等の金額 • ' 

26 ・（当該金額に関し更正があった場合には、当該更正後の金額）が過少であると ・

き、又は当該申告書（当該申告書に関し更正があった場合には、更正通知書） ．
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に純損失等の金額の記載がなかったとき。・

(3) 3号第 1号に規定する理由により、当該申告書に記載した還付金の額に相

当する脱額（当該税額に関し更正があった場合には、当該更正後の税額）が過

少であるとき、又は当該申告書（当該申告書に関し更正がぁった場合には、更

6. 正通知書）に還付金の額に相当する税額の記載がなかったとき。

6 . 25 条 ． ．．

紐翻は、納税申告書を提出する義務があると認められる者が当該申告書を

提出しなかった場合には、その調査により、当該申告書に係る課税標準等及び税

額等を決定する。：ただし、決定により納付すべき税額及び還付金の額に相当する. .

税額が生じないときは、この限りでない。 ．． 

7 • 7 •O条1 項柱書

次の各号に掲げる更正決定等は、当該各号に定める期限又は日から5年．．（第2_・

号に規定する課税標準申告書の提出を要する国税で当該申告書の提出があった

． ものに係る賦課決定（納付ずべき税額を減少させるものを除く。）については、 3

• 16 ． 年）を経過した日以後においては、・することができない。

・ •• •. ・ (1) 1号更正又は決定 その更正又は決定に係る国税の法定申告期限．（還付請

求申告書に係る更正については当該申告書を提出した日とし、還付請求申告書 ． ． 

の提出がない場合にする決定又はその決定後にする更正については政令で定

・．める日とする。）．． 

10 ・

、'

ヽ

m 8 7..2条1項

．． 国税の徴収を目的とする国の権利（以下この節において［国税の徴収権」とい

う。）は、その国税の法定納期限（第 7 0条第 3項・（国税の更正、決定等ーの期間制

応

限）の規定による更正若しくは賦課決定、同条第4項の規定による賦課決定、前

．． 条第 1項第1号の規定による更正決定等、同項第 3 号の規定による更正若しくは

賦課決定又は同項第4号の規定による更正決定等によ・り納付すべきものについ

ては、第7 .0 条第 3項若しくは前条第1 項第1号若しくは第 3 号に規定する更正、：
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6 

第 7 0条第4 項に規定する賦課決定、前条第1項第 1号に規定する裁決等又は同

• 項第4号に規定する更正決定等があった日とし、還付請求申告書に係る還付金の ．

額に相当する税額が過大である• ことにより納付す・ベきもの及び国税の滞納処分

費については、これらにっき徴収権を行使することができる日とし、過、怠税につ

いては、その納税義務の成立の日とする。次条第3 項において同じ。）から 5年間

• io• 

土

`

、

e
.

9

C 

•c< 

ヽ

'

 ̀

．

． 

．

． 

｀

ヽ
~

..
 

`
・
9
嶋

.
9

`

'

‘

.
V

-

．

疇

．
． 

• 15 

行使しないことによって、時効により消滅する。 ．．

9 7 2条2項 ．. . ¥ . .

国税の徴収権の時効については、その援用を要せず、． また｀その利益を放棄す

ることができないものとする。• ・ • 

1 O 7 3 条 3 項柱書 ． ．．． 

国税の徴収権で、偽りその他不正の行為によりその全部若しくは一部の税額を

免れ、若しくはその全部若しぐは一部の税額の還付を受けた国税又は国外転出等

特例の適用がある場合の所得税に係るものの時効ぱ、当該国税の法定納期限から ・

2 年間は、進行しない。ただし、当該法定納期限の翌日から同日以後2年を経過 ..

する日までの期間内に次の各号に掲げる行為又は処分があった場合においては ' 

当該各号に掲げる行為又は処分の区分に応じ当該行為又は処分に係る部分の国 ．． 

税ごとに当該各号に定める日の翌日から、• 当該法定納期限までに当該行為又は処
. ·.• . 

：分があった場合においては当該行為又は処分に係る部分の国税ごとに当該法定'

:... 

納期限の翌日から進行する。 I . 

20 ・・' 

第2 .所得税法

1 120 条 1項柱書

騨者は、その年分の総所得金額、・退職所得金額及び山林所得金額の合計額が

第心第4節（所得控除）の規定による雑損控除その他の控除の額の合計額を超

25 える場合におい℃当該総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額からこれら

の控除の額を第87条第 2項〶r得控除の順序） ．．の規定に準じて控除した後の金
r・ . .  
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額をそれぞれ課税総所得金額J課税退職所得金額又は課税山林所得金額とみなし

て第89 条（税率）の規定を適用して計算した場合の所得税の額の合計額が配当

控除の額を超、えるとき（中略）は、第 1.2.3条第 1項（確定損失申告）の規定に

6 

10 

よる申告書を提出する場合を除き、第3期（その年の翌年 2月 1 6・日から 3月1 ・

5 日までの期間をいう。以下この節において同じ。）において、税務署長に対し、

次に掲げる事項を記載した申告書を提出しなければならない。この場合にぉいて；

その年において支払を受けるべき第 28 条第1項（給与所得）に規定する給与等

で第 L90 条（年末調整）の規定の適用を受けたものを有する居住者が、当該申 ・

告書を提出するときは、・次に掲げる事項のうち財務省令で定めるものについては、

．． 財務省令で定める記載によることができる。

c ー 第 3 措置法（平成 2 ・7年分は平成 25 年法律第 5号による改正前のもの、平成28

．．
 

ヽ

“

.

≪ ．
． 

.

`

 ̀
令

≪

、

＇

．

． 

＇
 

（

＇

｀

ヽ

乞

`

¢、

9

16 

幻

＾`． 

年分ないし平成 3_・ 0 年分は平成30 年法律第7号による改正前のもの。以下同じ。）

1 3 7条の1 2の2 第5項（平成27 年分以前については平成 25 年法律第 5号

による改正前の同条第 6況以下同じ。） ’

．． 確定申告書を提出する居住者又は恒久的施設を有する非居住者が、その年の前 ・

年以前 3年内の各年において生じた上場株式等に係る譲渡損失の金額（この項の

' 規定の適用を受けて前年以前において控除されたものを除く。）を有する場合に

は、第 3 7条の 1 1第 1項後段の規定にかかわらず、・当該上場株式等に係る譲渡

損失の金額に相当する金額は、政令で定めるところにより、当該確定申告書に係

る年分の同項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額及び第 8条の4第

- ・1項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額（第一項の規定の適用がある

・場合にはその適用後の金額。以下この項において同じd) を限度として、当該年分

の当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係囚記当所得等の

幻． ．・ 金額の計算上控除する。

2 . 3 7条の 1 2 の2 第 7項（平成2 7年分以前については平成 25 年法律第 5号
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• I 

による改正前の同条第8 項。以下同じ。） ． 

第 5項の規定は、同項に規定する居住者又は恒久的施設を有する非居住者が前 ―

項1こ規定する上場株式等に係る譲渡損失の金額が生じた年分の所得税につき当

該上場株式等に係る譲渡損失の金額の計算に関する明細書その他の財務省令で．．・

5 . ・．定める書類の添付がある確定申告書を提出し、かつ、その後において連続して確 ．

定申告書を提出している揚合であ・って、第5項の確定申告書に同項の規定による

控除を受ける金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定める書類の添付 ．

． がある場合に限り 、適用する。

3 4 1条の15 第 1項

10 

．、． 

... 

.

. 

、

`

«

.«

• 

．＂ 
≪

ヽ

．

、

‘

`

‘

ず

I

t

t

•C

.,.c 

.

. 9 

.

. 

lli 

・確定申告書（第5項において準用する所得税法第 1 23 条第 1項（同法第 1 6 

• 6条において準用する揚合を含む。）の規定による申告書を含む。以下この項及 ．．

．．・ 直 3 項においで同じ。）を提出する居住者又は恒久的施設を有する非居住者が、．・

その年の前年以前3 年内の各年において生じた先物取引の差金等決済に係る損

失の金額（この項の規定の適用を受けて前年以前において控除されたものを除

く~)を有する場合には、前条第 1項後段の規定にかかわらず、当該先物取引の差

金等決済に係る損失の金額に相当する金額は、政令で定めるところにより、当該 ，

確定申告書に係る年分の同項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額を限度
, I 

として．、当該年分の当該先物取引に係る雑所得等の金額の計算上控除する。 ． • 

幻

•• 4_ 4 1条の 1 5第3 項 ．.. 

第1項の規定は同項に規定する居住者又は恒久的施設を有する非居住者が前 • 

邸

` • 

項に規定する先物取引の差金等決済に係る損失の金額が生じた年分の所得税に ＇

つき当該先物取引の差金等決済に係る損失の金額の計算に関する明細書その他

． の財務省令で定める書類の添付がある葎定申告書を提出し、・かつ、その後におい ・

て連続して確定申告書を提出している場合であって、第 1項の確定申告書に同項

の規定による控除を受ける金額の計算に関する明細書その他の財務省令で定め・

．る書類の添付がある場合に限り、適用する。
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‘ 

6 

第4 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に

関する特別措置法 ． 

1 i ・7条 1項柱書 ．

暉 税 法 第 1.2 0 条第 1項、・第 1 :24 条第 1項（同法第 12 .5条第5項におい

て準用する場合を含む。）．、第 1 2 5条第 1項、・第i 2.6条第 1項又は第 12 7条

第 1項 •（これらの規定を同法第 1 6 6 条において準用する場合を含む。．）の規定

により確定申告書を提出すべき者は、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該 ・．

確定申告書の提出期限までにく税務署長に提出しなければならない。

ー
．

io : 以 上 ．

,

‘ 
ヽ

u
.

． 

會
.
. 

«
~

、

ヽ

｀

．

． 

，

． 

9

噌

«

•

`

‘
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別表 1...., 1. 平成 27 年分の所得税等の課税処分等の経緯
（単位：円）

' . '•. 

電

•

c
.

≪ 

.

.

. 
― 

ヽ

す
．
r

ー、

，

．

9

, 

.. 

．

． ， 

・・
‘
`
c

．ヽ
u

’̀
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I . ... . 
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：．． 

.' 

'・・ 

.- - 畔摩C 更田是分• ・mmm 、 印覧慶決定 ・ 審査＊ ・戴

”響．の年月日 令和碍J! 8B 令和坪9月9P 令徊年11 月5日令和3年l月匹百會窯坪2月22P 會和4年1月．I咋

鑢の Q) ．． 瓜 722 ヽ

鰺 麟 1Z o ．狐？2 ．． 
9, . .  

• • 

I衡瀾鳴＆鵬躙攀成績 GD - 2.1 86, 1日
． ． ． ． 

坦に鐸る配口の④ 16 ．ゆ l`”゚
． 、

紐取引に鍋る細所飢9の傘績• O △a;•功． 02CI △い諷四
ー・ ．・ ． ． 

隋暉“'の幻鳩 O S80:OOO 蹴 囀

・ロ範暉傘額●、 ...•⑦ •0 0 

ぞぶ礁心に饂る匹叩、 (≫ • - . I, 緬 ．四

閂溢屯出•F“·るIi!自® ., •O • I •̀OOO .: :. 

． ．．． ． 錫 処

出＆る紐印1に保る匹 ．R ． 0 0 . ` ．： <
のこ蜻する農鯛 @ ・ .• 0 ・ •• 0 鶴； ． ．•.麟び 疇

、• ヽ ．・・ ．霞 ・ • 
． 挟 棄決 ．．棄

(1)1項する裏麟 ⑫ ＿ m ．900 定姐 匂 ・ ．． 処定 輝

②：：鯖する裏麟 0 0 '2,“°分 分．． のへの

. . .  金全•
9，⑩にヽ鯖冦暉・・ ⑭ , 0  0 鶴 ・ 鱈

• 取取

忠
碍． ． ．． ゜ t ・一 讀・亀 •調• . 

. tR> •• • 0 282,,00 . •. ・し .• . し ．！・ ． ． ． 

屯笠閉臼 ．．：． ・ ⑩ 0 J;•四、 ’ 

．．．．  — 
・翼皐徽-． .・ ・◎ ・2,紐 1 駁 :・ 

．ヽ

常お曙F. .‘ ⑱ ．・・ △公却 磁 800 . .. ., ．． 

臼ぽ溢一四．0 . 16, 900 : : . .. • • 

荘悶温ば芯L臼緯式⑳ . 49 ．砥 100 • ・o 

柘●養分漬でに嚢肇るU損l失く先の働彙●直91 の．董 ⑳ ー

ばば翡：り鑢される紐印I ・11 ・ ・ 丸•四． 713 •• •. l, 7!鴫訟》
に鐸る景失の童瓢． ＇ 

．． ‘ ..． 

鍾摩書算算狐の額 ． ◎ — “•OOO 

（fl) 1 r~屯に停碩四得●直J暉及び『先虹nl“‘刃攣輝嶋の傘釦 0鰤碩9は、損失の金·を攣す． ． 

2 『上雌鵡に鼻る配崖詞の瓢〇瓢り“ば、 『＊尋分で饂し引く上獣紅＊吐る麟裟損失¢ U り暉の“'を甍し 91 く薗 ．＇．

の金●であり、 f諜覆され廷楊棒式●に傷る・配当所の釦®•の金釦、印該傘鯛(QII)を甍し引いた菖〇傘績であt.

3 直覆され雑鵡に鐸る麟即印螂の金額J O 鳳 頃楓される上楊釦a' 碍碑l!I頁得の傘績 rR 鵬及び r瓢覆される先働夏99 .

に保る輯輝等の傘額J鋼q綱は、J ,000 円乗調の・徽を切り檜てた葦り傘績である． ． ` r納什すべきa● （⑲十⑯—⑰)』 0．の“m、．△印がある●合は、 遍付金の額に帽畠する税額であり、そのぽかの曇合ば、 lOOPI未

調の蠅量を切り檜てた襲の傘績である． ． ． 
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別表 1-2 平成28 年分の所得税等の課税処分等の経緯

_――--..”゜の隼月• II

（単位 ：円）

鴫定亨告

.,令和筑屯月 811
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ニ：し：□|二：」こ：こに：："'
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． 

147“ 

1綸貰得傘額
0 1 . 

てて

△.4;2i 2, ．函

u2, 7“ 

l公3,100，． 
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叫 OOO

．． （注） 1 . r..I:叡厄虹 mm 四f賃疇の拿釦“'及u- r紐ltllに傾る血．”“山“'の△印は:• 印彙額"Eす． ． 

2 「先鞠取"i渥る繰所得疇の金額J ・⑤鵬の彙額は、 『木年分．で肇し31 く先・履31 の肇金●紐に儡る慣知金釦◎員の傘頓を甍し,1 <

貫の傘瓢で．あり、． r瓢農される先働-~,に儡る緯房霧鴫の傘甑J. 8蝙の傘額は、． ．当該傘額(O即を董し91いた輩の傘額である． ．．

. 3 「璽製される追線が杯：繹る●●印疇の傘鎮R鳳 1. ti.される上叫庄渇 に僑る記血得疇の・M.1 0瓢及び l皿される先綸

翻屯直•響の傘饂J””四 1、 000面釦鴫と曇り綸てた量吸績である. •• ••. . 

I 4 . 「紐すべき覆額 •(Oれ949) ・ ハ暉の金額は、△印がある編合は、 遭付傘の鱈．に樟目する楓額であり．そのほ3｀の編合は、 100円未
繍の鍾翫を”9篇てた量の・額である． ．
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別表't ._ 3 平成29 年分の所得税等の課税処分等の経緯
（単位 ：~)

．
． 

．． 

、

，． 

．

． 

．

．

． 

・

・

疇.ヽ
.

. 

．

．

． 

..

.

. 

e
≪
.u
べ

、

C

. 

.

.

.

. 
,‘
 

．

． 

..

. 

., : • • 

-- ・鶴定攣＇ 更正蛤分● 再舅皇讀車
"“査紅

書査請拿 戴峡

寧賣●の年月fl .. •. 令碕月9日 會和坪9月9日 會和坪11 .JI租 令和lJt .28 P 令年2月22B 合和4尋1月IJ II

. ¥ . 
緯胃の傘額

゜
s. 9 

釦 鶴 ゜ ゜ “‘’“ 

’1上’騨•‘鵡 ’に儡る鰭訊'‘”
゜

• “•OOO.OOO △ S3.a77 ，馴這

．上●楊緯．式剛こ儡る配畠所得●の傘
゜

・先●扇91 に儡る艤賣得攀の傘鎮
゜

△ 1ぃ~008 6 1..“̀”e 

房得．鐙．鱒の麟の合計• R 珈~000 珈．匹

．． 

一 ゜ ゜
.. 0 

饂覆されるJ:..練式● 1こ““胄菫
゜ ゜ ゜所の• .. · . •.. • 

F得れの傘る鎮.J:•駈． ．`． “`る配畜 R 

閉辻`紐重91 に．が四．• ヽ゚

. 0 
更 更

.. 正 コ
ゆに髯する楓● ．． 〇 ． .• . 0 : Q . ,. 処．．

分

・・如蛉 "“ [ . ◎ 0 . . 0 
の （．·．•

: • ． 棄囀 ． 
の・ 棄

金 金 鶴

● 鶴

〇心 fる四 •. Q ・.: -. 
取

？ 
鳩0鯖す・る裏鑽 ．

し

゜
， 

゜'. .電 ．． 

基• (O叩+0+0+. 0. ) ◎ 0 .. ．． 

゜；． 

複・(員O一)(2 "し）
． 

、〇 ゜
・o 

＼ 

m 糧●● : 0 0 . 

゜
納（●i'.べき .:.0 嘱瓢) R 

゜ ゜
芯匹溢i五：式＇に偏 ◎ • 

．． 

．・:..
'・ . 

璽●響に繹凶"鳥 . .  に繊量9鑢のされる上・・・樟．．式． ·•· • 18 , 07I, 800 .. S9mme 

出；印ば迂 ' i 直今 ◎ 

召岱；：出はば：弓I .
. .・

r 
”’“,09 1S,:li62. 008 .. 

. . 釦心衷” 0 . ' -

ヽ ／＾ 

（注) l 『J:楊樟式筆に鐵る麟四環●のmo•及び＇紐融弓1に偏る鑢頸＂゜傘額j o••の△印は． 績の“‘裏す． ・ ―・ 

2 樽覆され砧紐鵡に儡る量匹 "”釦“ ; r●覆される上●広●K偏るm 所"”m” 及びJ●裏される紐

歌91 に鍋る緯所得●n 傘鎮』 0 ・の傘績は、l,OOOPI ＊調の嶋量を切9 鎗てた●0 彙躙である、

S ・『鉦汁ぺき専鯛i⑮ 0-@) 』...の ・傘麟は、“印がある・合は、置旺の麟に檜当する颯瓢であり、そのm、の・合氏 1呵味

調の鍾●を愕り檜てた董の傘額である．

ヽ
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別表 1-4 平成30 年分の所得税等の課税処分等の経緯
（皐位fPl)

．．
 

． 

9 

.

. ．
．．
 

●

, 

.

. 

•• ．．
 9

r

ヽ
9

C

v

.

.、
c

ヽ

止
ヽ

.

.

.

. 

1 

r、

. ---—ー 鶴定申借 ． • 更主処分● 再査鵡＊ 再鯛査決定 ．．・書査請＊ 戴

ヽ ．：  

専曹響の年月 B 令和年月8日．會和2年9月9B 令和坪11 月5日 令和坪1月28B 令和3等2月229 ． ．令和“¥1 月12B

五褐位鯛 〇 ．
＇ 

織預得紐

゜ ゜
0 . ．． 

: ．． 

9 ..I:..捻式●に傷る麟菖所得響の傘 R • △ 24. 600, 000 △れ占狐調1
額 、. . . .  . . .  

上鎮釦わ'. ；町.に“3配嶋所得疇の金
: •. 

.0 拿 一 ・- ： 
・ 、

： 

・先●融919 こ偏る綽所得螂の傘麟 ◎ - ： e, 792,108 . 
．． 

•. ヽ

所得鰭饒の額の合計額 R .  函． OOO 380.OOO 

｀ 
. ... . .. 

.. ' ' 
麗覗纏所得拿観 ・⑦ ・O • 0 . 

ヽ

翡品社 i虹式，に心 5叩 ®• 

゜
． 

゜
冒縁覆得響されの遍る鎮J:楊 ，練式●に鐸る配当 R . .  - ＼ 

．． 

．麟の覆紐される・先働取り1に絹る籟預得

.. •. 

゜
ー！ 0 . 

・ 更 ・・
｀ 

更
．． 正． 正

⑦に対する税額， • @ ・ 

゜ ゜
処 処

分 ；． ． 分

Rに鯖する税額

゜ ゜
の 棄 ．．の 棄 I

、..

゜全 ヽ 囀 全 ・ 鋒

.. 綽． 饂

Rに贄する税額

゜
.. •. 最 ・ • ．． 濃 ．． Ill 

.. 
. ・ • 

・じ • し・

0 に対する税績 ・ ⑭ 

゜ ` • —(@+0.+@.+. 9) ・, . 

．． 

、 R ・o 

゜
＼ ． I ． 

復(0舅糟.~印2.l"得 ). . .. ヽ ． ⑯ ．． 

゜
q ： 

ヽ ； 
． ． 

•.· ヽ

．巖徽順覆額 ＠ 0 . 
ヽ ゜．． ． ． ．． 

納“付'す+0べ-き@税)韻 . ． • ・’ 
．． ．． 

⑲ ．゚． ・o 
.. 

＊る麟年分董損で失菫のし傘91 麟<J:．楊棒式嶋1：：偏
ヽ

J 

⑲ 
ヽ .. 

夏蠍隼に係以鼻る麟1ピ繰箪損り鑢失のされ倉麟る上副紀t

， 

゜
認」 678.900 68.u6.8 鵡 • • ≫ 

本●庚分演でに繹摯るし鱗91 失く先の創●取顧91““: ◎ ・ヽ •~ ． 6. 732, l08 . . 
．． 

璽の年“以鼻嶋決に繰演にり贔鑢るされ賎る先叫・•重99 唱》 18 .“2.008 u ．四．900 I ... 

.. 
撫●告”算覗の額・’ ◎ 

. .,. 

・. 
（tt) 1 吐楊釦 t剛凜る鵬四『得●の知匹証 r先鰤取引に繹る即印彰准釦呵恥△印ば、損失の・頗を賽す． ・ ． 

2 「紐a,1 に倶"”i"の傘額J ⑤欄の傘鶴は、 r本分で聾し引く浣●履91 の甍傘響良膏9こ繹る復失の傘額』〇綱の金戴を差じ引ぐ ・

． 麟の“であり、． i貫覆される紐初に傾る卿臼”釦 ・“”正、当該金頓暉）を董し91 いた懺"“である． ． ． ． ． 

3 層畠される上輝和囁る鶴四褐嶋の“u• “'ヽ ｀覆される上樹試攀に叡る配叩滑嶋の金額l 劇及び r襲覆され6輝

取引に保這房得わ知臼心I2 、1.dooPl …の”“"綸てた書の傘績であや ． ． ． ． 

4 「納付すべき税冑(〇+⑯-@) J疇編の傘●ば．△印がある・合は、量付傘の額に楕当る a 額であ9 、そのほかの●合は、100 円末

調の鐵徽を切り鎗てた贄の傘綱である． ．．
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'別表2 .平成25 年分及び平成 26 年分の所得税等の確定申告書の記載内容等

（単位：円）

- - - . . 
．．． 鰤告書提出年月 a: ' 

平成2・5年分

令和2年3月14 日

平成26 年ダ
↓ 

令和2年3月14 日．．．．

算所得の金額 ，

ロ
① r 

緯所得金額

I蛛式嶋に孫る麟蒙所得響の金額

上湯株式嶋に保る配当所得の金績

＇ 
先働取引1こ係る繰所得●の金麟

1所得控餘の額の合計額 ・
1 , , . , 

課農緯所得金額

●農される株式攀に係る鯛衛所得9 の顧 ．

• r.氣さ臼る上釦豆等に係る ．配羞mn“'

＇
 

ヽ

．② 

·• 

｀ 

③ • 

0 

△印． 000;000, .

⑤
・

△ 1 6 , 3・認．．7 6 3 

．⑥ 函 屯:QOO, .. ， 
. • 380 ．函

... 
'⑦ 

.
,
・・ 
.
.
.
. 

.

.

. 
、

-

.

．

疇

｀

ー

.

.

.

. 

,

. 

．
．

．
．
． 

．．． 

，
．、

ヽ
・

．．

．．． 
 `．．
 

.

.

. 

9

. 

°'. 
。

竺
e..
 

-
0
-
・⑪ 

゜.. . I・ 一

― t. . 
。
＇
 
.o 

璽税される先綸取引に碍る繰所得等の金額

~ 9 ' 

竺 '"
①に蜻ヤる税額

°'. 

．． 

⑫ 

如付する税額
. 1, 

I⑩に州する税麟

⑬ 

.. 

••. . •• . . . 

．．
 

唸守＄十⑭） ．．

嗜守悶！税麟

⑭ 

•.•. 

ニ．

・⑮ 

⑲ 

、I' ・:--:

↓ 

一 `

. • , 

・
ヽ
・

Im 蜘税額 ⑰ 

1納付すべき税額、
・ （⑲が®—®) • 
ー一 ' - 一：る一
本的分で差し弓I-< ..I:楊氏式響に保る麟績綱失
1の金額 ．．． 
|, . , • 

湿年以隣に織り越される上場株式疇に係る麟
裟損失の金額． ． ． ． 

本年分で差し弓lく洗輪取引の差金嶋決済に係
る損失の金麟 ．． 
I. . . 、
翌年以隣に繰り鑢される先舶取引の差金囀決 ．

済に保る損失の金顧

•, 

--. . ... 
， 

，， 

？ 

⑱

一

⑲

O' ‘ .o 

’’ 

⑳. 000.

J ． 

g

358
 

訊

瓦

50 ,000,000 

⑳ 

⑳ 

.. 

｀ ． ． 
J5,358 .763 
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別表3 本訴における被告主張額
（単位：円）

．．．
 .

o

.

 ̀

.

o

. 

．．
 

．．
 
.
.. 

平成27 年 平成2.8紗 平成29 年分 平成30 年

緯得の金嘱

゜
. 60,722 

•. 
1“"6 ・344,“ し8

. ' 

馳傘 ． ・② 砥た2 1位 1“ · m.~ 
゜

．上●捻式疇1：：保ろ配当所得（響）の
. . . 亀• 

R "J no • 1'3, 100 
傘● ． --

仕楊）棒●に傾る譲箪頁得鱒の

゜
2, 1誠，132 以L.o.'” △ 33 ,8”‘ 幻＇ △ 24,248. 987 

.. . 
．． ．． ，． 

・先働履!Iに儡る縫房得彎の金•

゜
△ 7, 798, Jl2 0 10, 67 2,21 3 △ l8,662.008 . &., 732 .. ,108 

. . 
,• ... . . 

所の~ftll R 380,000 珈•OOO 函，l>O O 380 ．函．． 
． ． . . '. 

麟農所傘

.. 
ヽ ⑦ 

， ．． 

゜ ゜ ゜

゜．麟農される品正•• に儡る配当 R ゜ ゜
・ ・

所得（螂）の
卜

I • 
9 ‘ 

悶お溢 f心響屯 ・る肇 2J,3“ JOOO 

． ． 

◎ 1.,883,. 000 
゜ ゜

．霞襲される先綸敢引に儡る緯所得
.. 

｀ 

゜
゜

•• 2, 873•四
゜

o・ 
等 " . .

， 

｀ 
．． 

⑦ピ対する事霞 ●● ⑪ 
゜

.. °. • 0 . . 
゜

．． 

⑧に吋る税額 ・⑫
．． • 0 ' . 

゜
．、

.. 
． ． ．． 

．． .. 

⑤に対する税麟 ◎ . •四血 2̀01 .750 
• • ゚ ．． ゜. .. 

． ． . .. .. . . . 
4ao ，ゅ

Rに対する四員 ， ⑭ .゚. ゜
C 

．． ．． 

基箪．房得税額 •. •. 
・⑮ 匹 ．450 3,砥加

゜
•• 0 .-

・・（釦 R心⑭） ．． ． ... ．． ． ．疇．．．．

復枷9断得攣額 ・
.. 

76 ．紐6.
．． 

⑯ 5. 931 . .0 . ・o 
(@ X ~: l ") . 

｀ 

’ .. 
．． 

瓢攣載ao ・ R • 2, 砥 21.-11 10 
゜ ゜

” 

納仔Fぺき一⑰税額） • 
．． 

磁 7OO 9.687,000 
• 0 

⑱ • ．． . :o 
（＠．十⑳ ．． 

・当蛉で董91←£●棒式嶋に偏 ． . . ．． 

⑲ ゜ ゜る麟績楓失の傘•・・・
．． 

... .. 

鴫雙隼四以累鱒る蒙に繰筐損り鎗失のされ金額る・上楊樟式

．． ． 

⑳ 0. ゜
• 33.877;908 58, i孤 ．箪

-. . 

当蛉コい、弓1・く知紐引の菫・
◎ —· 7．函；”゚ 6.7 出 lot • 

鱒” 1：：鼻る損失の彙編 •• ．． 
‘ 

よ咄 i : ; g 辻鯰芸弓 I

゜
7, 7鑢，920 0 . 18, 磁．008 / 1.1，. 四 ．漬 ．.. 

.. 
．． ． 

｀ 薫申告緯算税の績

゜
“°゜

?l iooci '• 
ヽ •一

．． .. 

. ・. '  

I . 

（W l 『止湯）練式攀1こ保る麟釦mぃじ．の傘甑」④欄及び ．『紐歌~Iに攘る繰預得筆の金瓢』 0綱の△珈、損失の金績を賽．．． ．

• 2 「先舶歌,11 こ保る鑢房得●の金顧」 0．の傘顧は｀ 「当竿分で甍凶＜先働最~,の甍傘響決漬1；；停る損失0金綱J @IIの ・

. • 金額を葺し31 り賃の金攀であり、 旧裏される先働歌引に鐸る繍所得●の彙蠣J ⑩欄°“m、当'“直<N)を董し 99 ぃ・
た種の傘績である．

. :i :・ ・ r戴税されが上●）樟式•に鍋る鵬釦mぃ！の傘・」 0•及びf●楓される先綸ll引に保る鑢所得鱒の傘額J O 劃り傘韻

は、t,000 円末鯛の爆を切り檜てた魯の金綱である． ． ． 

ヽ 「納付す．ぺき衷麟（⑩＋0一⑰）J 4)鯛の傘韻は 、100 円東濃の嶋徽い切り鎗てた畿の金霞である． ． ． 
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